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岐阜県内宿泊事業者支援金 

【申請受付要項】 

【受付期間】 

令和３年５月２７日（木曜日）から令和３年６月２８日（月曜日）まで 

【受付方法】 

１ 申請書類の提出 

申請書類の提出は、郵送のみ受付しています。提出の際は、簡易書留など郵便物の追

跡ができる方法でお願いします。（持参による申請は受付しておりません。） 

※令和３年６月２８日（月曜日）の当日消印有効です。期限を過ぎた申請は、受付で 

きませんので十分ご注意ください。 

※切手を貼付の上、裏面には差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。 

※「宿泊事業者支援金 申請書在中」と朱書きしてください。 

※オンラインによる申請受付けは行っておりません。 

※送料は申請者側でご負担をお願いします。（料金不足の場合は受付できません。） 

＜宛先＞ 

〒500-8384 岐阜市薮田南１丁目１１−１２ 

岐阜県水産会館内 「岐阜県内宿泊事業者支援金」事務局 宛 

 

２ 申請に必要な書類の入手方法 

次の方法にて、申請に必要な書類等を入手することができます。 

・岐阜県庁のウェブサイトからダウンロード 

（https://www.pref.gifu.lg.jp/page/152676.html） 

・県事務所の振興防災課（総合庁舎内） 

・市町村役場の所定の窓口 

 

【お問合せ先】 

○岐阜県内宿泊事業者支援金の専用相談窓口（コールセンター） 

電話番号：０８０－４９６３―２９１４ 

０８０－４５２８－２１６８ 

０８０－４５３９－１４９８ 

０８０－４９６７－９８０９ 

受付時間：９時００分～１７時００分（土日祝日を除く） 

 

別表１―１ 
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岐阜県内宿泊事業者支援金 

申請受付要項 

令和３年５月２６日 

 

 支援金の概要                                 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により深刻な影響を受けながら、各種感染防止対策

に取り組みつつ、ウィズコロナ・アフターコロナにおける県内観光振興のために営業を継続

する意思のある県内宿泊事業者に対し、支援金を支給いたします。 

 

 支援金の支給対象                                 

 

■支援金の支給対象者は、次のすべての要件を満たす事業者となります。 

 

・ 旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項の規定により、岐阜県知事又は岐

阜市長の許可を受けた者が行う同法第２条第２項又は第３項に規定する営業に係る施

設（風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２

条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業に係る施設及び国、県、市町村又は第三セク

ター等が所有し、管理し、又は運営する施設を除く。）であって、従前から広く不特定多

数の利用に供する施設の営業を行う者であること。 

 

・ 令和３年５月２６日時点で前号の許可に係る営業を行っている者であって、同日以後

も当該営業を継続する意思を有する者（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を

受け、令和２年２月１日以降に休業し、この支援金の支給申請時点においても休業して

いる者であって、当該感染症が収束した際には当該営業を再開する意思を有する者を含

む。）あること。 

 

・ コロナ社会を生き抜く行動指針（令和２年５月１５日岐阜県新型コロナウイルス感染

症対策本部策定）に沿った感染防止対策を実施している者であること。 

 

・ 申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が岐阜県暴力

団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等に該

当せず、かつ、将来にわたっても該当しないこと。 

また、上記の暴力団及び暴力団員等が、申請事業者の経営に事実上参画していないこ

と。 

 

 ・ 国、県、市町村又は第三セクター等運営に公的資金が入る団体ではないこと。 

 

・ 令和３年５月２６日から支給決定の日までの間に新型コロナウイルス感染症のクラス

ターが発生した施設のうち、当該施設において新型コロナウイルス感染症の感染が拡大

したと知事が認めるものを運営する個人又は法人等ではないこと。 
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 支援金の支給額                                 

 

岐阜県内で営業する各宿泊施設の宿泊定員数の合計人数によって異なります。 

岐阜県内の営業宿泊施設の宿泊定員数の合計数 支給金額 

５０人以下 ４０万円 

５１人以上２００人以下 １２０万円 

２０１人以上 ２００万円 

 

 申請手続き                              

 

■申請受付期間 

 令和３年５月２７日（木曜日）～令和３年６月２８日（月曜日） 

  ※令和３年６月２８日（月曜日）の当日消印有効です。期限を過ぎた申請は、受付でき

ませんので十分ご注意ください。 

 

■申請方法 

・申請書類の提出は、郵送のみ受付しています。 

・提出の際は、簡易書留など郵便物の追跡ができる方法でお願いします。 

（持参による申請は受付しておりません。） 

＜宛先＞ 

〒500-8384 岐阜市薮田南１丁目１１−１２ 

 岐阜県水産会館内 「岐阜県内宿泊事業者支援金」事務局 宛 

   ※切手を貼付の上、裏面には差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。 

※「宿泊事業者支援金 申請書在中」と朱書きしてください。 

※オンラインによる申請受付けは行っておりません。 

※送料は申請者側でご負担をお願いします。料金不足の場合は返送します。 

 

■申請に必要な書類 

別表１－１に示す書類で該当するものすべてを添付し、申請してください。なお、提 

出書類はＡ４サイズに統一してください。 

※様式１～４は、インク又はボールペンで記載してください。（修正液、修正テープ 

等での訂正は不可。消せるボールペンは使用不可。） 

   ※別表１－２についても☑チェックを記入のうえ提出してください。 

※必要に応じて追加書類の提出及び説明を求めることがあります。 

※申請書類の返却はいたしません。 
 
■申請書類の入手方法 

次の方法にて、申請に必要な書類等を入手することができます。 

・岐阜県庁のウェブサイトからダウンロード 

・県事務所の振興防災課（総合庁舎内） 

・市町村役場の所定の窓口 
 
■その他注意事項 

複数施設を運営される事業者の方については、複数施設分をまとめて１つの申請とし 

てください。 
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■支援金の支給 

申請書の審査が終了したものから順次支給します。 
 
■支給決定に係る通知等 

・申請書類の審査の結果、本支援金を支給する旨の決定をしたときは、支援金のお支払い

をもって通知に代えさせて頂きます。（別途通知はしません。） 

・申請書類の審査の結果、本支援金を支給しない旨の決定をしたときは、後日、不支給決

定通知を発送いたします。 
 
■支給決定の取り消し 

本支援金の支給決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、本支援

金の支給決定を取り消します。既に支給済みの場合、申請者は、支援金を返還のうえ、支

援金の受領の日から返還の日までの日数に応じた加算金（協力金の額に年 10.95％の割合

で計算した額）を併せて納付していただきます。 
 
■現地確認について  

・申請いただいた施設が申請要件に該当しているか確認するため現地確認をさせていた 

だく場合があります。 

・現地確認にご協力いただけない場合や、現地確認の結果、不正が確認されたり申請要 

件への該当性が判断できない場合等は不支給とさせていただきます。 

 

 その他                                
■問い合わせ先 

本支援金の申請等に関する質問は、以下の相談窓口にお問い合わせください。 

岐阜県内宿泊事業者支援金の専用相談窓口（コールセンター） 

電話番号：０８０－４９６３―２９１４ 

０８０－４５２８－２１６８ 

０８０－４５３９－１４９８ 

０８０－４９６７－９８０９ 

受付時間：９時００分～１７時００分（土日祝日を除く） 

 

■不正等について 

申請内容に不正があった場合など必要がある場合には、支援金の支給を受けた事業者 

名、対象施設などの情報を公表することがあります。 
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様式１－１ 

年  月  日 

岐阜県知事 様 

所 在 地 
(法人は本社所在地・個人

は主たる施設所在地） 

〒 

 

申請事業者名 

押印：個人事業者は自

署の場合不要。法人は

登録された代表者印 

（法人の実印） 

フリガナ 

名  称 

代表者役職 

フリガナ 

(代表者)氏名            印 

 

岐阜県内宿泊事業者支援金支給申請書 

 岐阜県内宿泊事業者支援金の支給を下記のとおり申請します。 

 

１ 申請者 

申請者の

種別 

（いずれ

か選択） 

□ 法 人 
法人番号(13

桁） 
             

□ 
個人 

事業者 

個人事業者の

自宅住所（上記

所在地と異なる

場合）(※１) 

〒 

 

生年月日 
（西暦）   

年     月    日生 

担当者名

及び日中

の連絡先

（※２） 

所 属 

部 署 

 フリガナ  

氏  名  

連絡先 
 

TEL/携帯番号     －     － 

※１）本人確認書類と同じ住所を記入ください。 

※２）法人及び個人事業主いずれも本申請に関して問合せ対応できる方をご記入ください。 

 

２ 申請額 

 ※該当する申請額のチェック欄に〇を付けてください。 

チェック欄 県内の営業宿泊施設の宿泊定員数の合計数 申請額 

 ５０人以下 ４０万円 

 ５１人以上２００人以下 １２０万円 

 ２０１人以上 ２００万円 

 

宿泊事業者支援金 
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様式１－２ 

 

振込先 

金融機関名  銀行 ・ 金庫 ・ 組合 ・ 農協 ・ 漁協 

支店名 
 本店 ・ 支店 ・ 出張所 ・ 本所 ・ 支所 

※ゆうちょ銀行の場合は３桁の店番を記載 

預金種類 

（該当に○） 
１ 普通   ２ 当座   ３ 納税準備   ４ 貯蓄 

口座番号        

（フリガナ） 

口座名義人 

 

 

※口座番号が６桁以下の場合、始めに「０」を記載してください。 

※必ず申請者名義の口座を指定してください（申請者が法人の場合は当該法人、個人事業者 

の場合は当該個人の口座に限ります。）。 

 

 

下記に通帳の写し（表紙をめくった見開きページ全体）を貼り付けてください。 

 

 

 

 

 

 

通帳の写し貼付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊事業者支援金 
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様式２ 

岐阜県内の営業宿泊施設一覧 

※施設数が３以上の場合は、必要数分をコピーして作成してください。 

申請事業者名： 

（施設１） 

名  称  

所 在 地 
〒 

（電話番号）    

宿泊定員 

            人  （従業員を除く） 

※宿泊定員の根拠となるもの（パンフレット、ホームページの写し、保健所や

組合、協会等への各種届出のいずれか）を必ず添付してください。 

営業の種別 

（〇で囲んでください） 
旅館・ホテル営業  ・   簡易宿所営業 

令和 3 年 5 月 26 日時点

の営業状況 

（〇で囲んでください） 

営業中    ・    休業中 

※休業中の施設においては、以下の項目を記入してください。 

＜休業期間＞       令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

＜営業再開予定日＞ 令和  年  月  日 

（施設２） 

名  称  

所 在 地 
〒 

（電話番号）    

宿泊定員 

            人  （従業員を除く） 

※宿泊定員の根拠となるもの（パンフレット、ホームページの写し、保健所や

組合、協会等への各種届出のいずれか）を必ず添付してください。 

営業の種別 

（〇で囲んでください） 
旅館・ホテル営業 ・ 簡易宿所営業 

令和 3 年 5 月 26 日時点

の営業状況 

（〇で囲んでください） 

営業中   ・    休業中 

※休業中の施設においては、以下の項目を記入してください。 

＜休業期間＞       令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

＜営業再開予定日＞ 令和  年  月  日 

 

◆県内営業宿泊施設の宿泊定員数の合計数            人  （従業員を除く） 

※上表の各施設の宿泊定員数の合計数を記入 

宿泊事業者支援金 
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営業宿泊施設名                                    ※様式２の記載と合わせてください。 

 

注意：この用紙にとれないように資料・写真等をのり付けして添付してください。 

   貼り切れない場合は、必要に応じコピーして作成してください。 

複数施設を有する場合は、施設ごとそれぞれ作成してください。 

 

１ 外景写真（屋号等が分かるもの）               ２ 内景写真（内部（ロビー等共用部分）が分かるように撮影したもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しっかりのり付けしてください。 

直近１週間程度のものを添付してください。 

 

（A4 プリントの場合は、そのまま本紙とともに 

ホッチキス止めしてください。） 

  

しっかりのり付けしてください。 

直近１週間程度のものを添付してください。 

 

（A4 プリントの場合は、そのまま本紙とともに 

ホッチキス止めしてください。） 

様式３－１ 宿泊事業者支援金 
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営業宿泊施設名                                    ※様式２の記載と合わせてください。 

 

注意：この用紙にとれないように資料・写真等をのり付けして添付してください。 

   貼り切れない場合は、必要に応じコピーして作成してください。 

複数施設を有する場合は、施設ごとそれぞれ作成してください。 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

しっかりのり付けしてください。 

直近１週間程度のものを添付してください。 

 

（A4 プリントの場合は、そのまま本紙とともに 

ホッチキス止めしてください。） 

  

しっかりのり付けしてください。 

直近１週間程度のものを添付してください。 

 

（A4 プリントの場合は、そのまま本紙とともに 

ホッチキス止めしてください。） 

様式３－２ 

３ 「新型コロナ対策実施店舗向けステッカー」を貼付した状態

で営業している状況が分かる写真 

４ 令和３年５月２６日時点で休業している施設にあっては、休業

期間、営業再開予定等の旨を告知したことが分かる書類（写真、ホー

ムページの打出し等） 

宿泊事業者支援金 
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様式４ 

 

岐阜県知事 様 

誓 約 書 

岐阜県内宿泊事業者支援金の支給申請にあたり、次のとおり誓約します。 

 

１ 【令和３年５月２６日時点で営業を継続している者】 

令和３年５月２６日時点で営業許可の申請書に記載した施設に係る営業を行っており、かつ、同日以

後も営業を継続して実施しています。 

【令和３年５月２６日時点で休業している者（宿泊施設を複数有し、そのうちの一部の宿泊施設を休業

している場合を含む。）】 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一時的に休業していますが、当該感染症が収束した際には、

営業を再開します。 

２ 業種別ガイドラインの規定、コロナ社会を生き抜く行動指針、県の各種要請の内容を確認・遵守し、

感染防止対策を徹底しています。また、「新型コロナウイルス対策実施店舗向けステッカー」を取得し、

掲示しています。 

３ 申請書及び添付資料に記載した情報に偽りはありません。 

４ 虚偽が判明した場合は、支援金の返還等に応じるとともに、加算金の支払いに応じます。 

５ 岐阜県から申請内容及び審査に関する調査・報告・是正のための依頼・措置の求めがあった場合は、

これに応じます。 

６ 申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が岐阜県暴力団排除条例第２

条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等に該当せず、かつ、将来にわたっても

該当しません。また、上記の暴力団及び暴力団員等が、申請事業者の経営に事実上参画していません。 

７ 申請内容に不正があった場合など必要がある場合には、支援金の支給を受けた事業者名、対象施設等

の情報が公表されることに同意します。 

８ 申請書類に記載された情報は、必要に応じて行政機関（税務当局、警察署、保健所等）に提供すること

に同意します。 

署名年月日     年  月  日 

 

所在地（個人事業主の場合は自宅住所）                        

 

申請事業者名                             

 

代表者役職・氏名                           

宿泊事業者支援金 
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別表１－１ 

申請書類について 
 

※これらの書類は、Ａ４サイズに統一してください。 

また、すべての書類のコピーを取り、申請者控えとして保管してください。 
１ 岐阜県内宿泊事業者支援金支給申請書（様式１） 

※複数施設を運営される事業者の方については、複数施設分をまとめて申請して 

ください。申請日は必ず記入して下さい。 

※振込先口座は必ず申請者名義の口座を指定してください。法人の場合は当該法 

人の口座に限ります。個人事業者の場合は当該申請者本人の口座に限ります。 

※金融機関名、口座名義人、口座番号、支店名が分かるように通帳の写し（表紙 

をめくった見開きページ全体等）を貼付してください。 

  ※別表１－２の各欄の該当する項目全てにチェックが入ったことを確認し、別表 

１－２も同封のうえ提出してください。 

 

２ 県内の営業宿泊施設一覧（様式２） 
※宿泊定員の根拠となるもの（パンフレット、ホームページの写し、保健所や組 

合、協会等への各種届出のいずれか）を必ず添付してください。 

※施設数が３以上の場合は、必要に応じてこの様式をコピーして作成してくださ 

い。 

※様式３との整合性を確認してください。 

 

３ 誓約書（様式４） 
※日付は必ず記入して下さい。 

※誓約書の最下部にある日付、所在地（個人事業主は自宅住所）、申請事業者名、

代表者役職・氏名欄は、必ず自署でお願いします。法人においてゴム印を使用す

る場合は、登録された法人代表者印（法人の実印）も併せて押印してください。 
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４ 営業活動を行っていることがわかる書類 

・令和２年分の確定申告書（第一表、第二表）の写し 
※ただし、たとえば、夏季のみの営業であり、かつ、令和２年の夏季は新型コロナウ 

イルスの影響で休業している場合等は、令和元年分の確定申告書（第一表、第二表） 

の写し 

※法人の場合は法人税申告書別表一（各 事 業 年 度 の 所 得 に 係 る 申 告 書）の写し 

 

※確定申告書は、税務署に提出した直近の確定申告書を提出してください。なお、

税務署の受付印または税理士等の証明印があるものを提出してください。 

※電子申告（e-Tax）で提出した場合は、受付番号が表示されている受信通知の写し 

（電子申告申請等完了報告書）と申告書（第一表・第二表）の写しの２点を提出 

してください。 

※新規開業のため決算期未到来で確定申告書の作成が無い場合は、個人においては 

開業届の写し、法人においては法人設立届の写しを提出してください。（いずれも 

税務署に提出したもので、受付印又は受付番号が分かるもの） 

 

５ 本人確認書類（個人の場合のみ提出）（いずれか一つ） 

・運転免許証の写し（申請者の住所と一致していること） 

・健康保険証の写し（申請者の住所と一致していること） 

・マイナンバーカードの表面のみ 等 
※必ず申請者のものを提出してください。  
※個人番号が記載されたものは、個人番号部分は消して提出してください。 

 

６ 申請する営業宿泊施設ごとの直近１週間程度の外観・内観写

真（様式３－１） 
※外景写真は、施設名や屋号等が分かる写真としてください。 

※内景写真は、内部（ロビー等共用部分）が分かる写真としてください。 

※この様式は、施設ごとに作成してください。なお必要に応じて様式をコピーし 

て作成してください。 

 

７ 「新型コロナ対策実施店舗向けステッカー」を貼付した状態

で営業している状況が分かる写真、令和３年５月２６日時点で

休業している施設にあっては、休業期間、営業再開予定等の旨

を告知したことがわかる書類（写真、ホームページの打出し等）

（様式３－２） 
※この様式は、施設ごとに作成してください。なお、必要に応じて様式をコピー 

して作成してください。 
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８ 申請する宿泊施設の営業に必要な許可等を全て取得してい

ることがわかる書類 
※申請時点で有効な旅館業営業許可書の写し（必須） など 

  ※各施設ごとに提出してください。 

 

９ 営業活動を行っていることがわかる書類 

・各施設ごとの直近３か月の経理帳簿（現金出納簿等） 
※各施設ごとに提出してください。 

※収入と支出、それぞれが分かるものを提出してください。 

※新型コロナウイルスの影響で休業している場合は、直近３か月の固定経費 

（電気、ガス、水道など）が分かる書類（固定経費の支出が分かる帳簿、 

請求書・領収書の写し等） 
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別表１―２ 
申請必要書類 一覧チェック表 

 

＜１．申請者ごとに必要な書類＞ 

 

 

＜２．１施設ごとに必要な書類＞ ※必要に応じ本表をコピーして使ってください。 

６ 申請する営業宿泊施設ごとの直近１週間程度の外観・内観写真（様式３

－１） 
□ 

７ 「新型コロナ対策実施店舗向けステッカー」を貼付した状態で営業して

いる状況が分かる写真、令和３年５月２６日時点で休業している施設にあ

っては、休業期間、営業再開予定等の旨を告知したことがわかる書類（写

真、ホームページの打出し等）（様式３－２） 

□ 

８ 申請する宿泊施設の営業に必要な許可等を全て取得していることがわ

かる書類 
□ 

９ 営業活動を行っていることがわかる書類 

・施設ごとの、直近３か月の経理帳簿（現金出納簿等） 

※新型コロナウイルスの影響で休業している場合は、直近３か月の固

定経費（電気、ガス、水道など）が分かる書類（固定経費の支出が

分かる帳簿、請求書・領収書の写し等） 

□ 

 

申請書及び添付書類 

 

チェック欄 

１ 岐阜県内宿泊事業者支援金支給申請書（様式１） □ 

２ 県内の営業宿泊施設一覧（様式２） 

  ※宿泊定員の根拠となるもの（パンフレット、ホームページの写し、保

健所や組合、協会等への各種届出のいずれか）を添付 

□ 

３ 誓約書（様式４） □ 

４ 営業活動を行っていることがわかる書類 

・令和２年分の確定申告書（第一表、第二表）の写し 

  ※ただし、たとえば、夏季のみの営業であり、かつ、令和２年の夏季

は新型コロナウイルスの影響で休業している場合等は、令和元年分

の確定申告書（第一表、第二表）の写し 

□ 

５ 本人確認書類（個人の場合のみ提出） □ 
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様式１－１・記入例 
①記入日 

受付期間内の日付で申請書

を作成した日にちを記入し

てください。 

① 

② 
 

④ 

③ 

⑤ 

⑥ 

②所在地・申請事業者名 

所在地は個人事業者の場合は事業所

の住所を記入してください。 

申請事業者名は、法人の場合は法人

名を、個人の場合は個人事業者名を

記入してください。 

法人は代表者印を押印してくださ

い。 

③法人番号 

法人の場合はチェックの上、 

13 桁の法人番号を必ず記入してく

ださい。 

④個人事業者の自宅住所、生年月日 

個人の場合で、上記住所と異なる

場合はご自宅の住所を記入してく

ださい。 

生年月日は西暦で記入して下さ

い。 

 

⑤担当者及び日中の連絡先 

日中連絡が取れる方のお名前と

電話番号を記入してください。 

⑥支援金交付申請額 

宿泊定員合計数及び申請額

を確認の上、該当するチェ

ック欄に〇を記入くださ

い。 



16 

  

様式１－２・記入例 

⑦ 

⑧ 

⑦振込先 

必ず申請者名義の口座を指定してください。 

・法人の場合は、当該法人の口座に限りま

す。 

・預金通帳等表紙裏面のカナ口座名義人を転

記してください。 

・ゆうちょ銀行の場合は３桁の店番を支店名

欄に記入してください。 

※過去に出した場合でも、審査を迅速にする

ため改めて記入してください。 

 

⑧通帳の写し貼り付け欄 

必ず通帳等表紙の裏面（表紙をめくった見開きペ

ージ全体）をコピーの上、剥がれないようにのり

等で添付してください。 
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別表１－２（申請必要書類 一覧チェック表）・記入例 

⑨ 

⑨申請書類チェック表 

・必ず本申請書と一緒に同封の上、提出してください。 

・チェック欄すべてにチェックが入っているか、予め内

容物をご確認ください。 

・申請者ごとに必要な書類と、施設ごとに必要な書類が

ありますので、都度ご確認に活用ください。 

・申請書類に不備がありますと、申請を受け付けられま

せんので、予めご了承願います。 
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 様式２・記入例 
⑩申請事業者名 

様式１-１に記載した申請者名

を記入ください。 

⑪名称・所在地 

県内に所在する宿泊施設の

名称、所在地を記入くださ

い。 

 

⑫宿泊定員 

宿泊定員の根拠となるもの（パンフ

レット、ホームページの写し、保健

所や組合、協会等への各種届出のい

ずれか）を必ず添付ください。 

 

⑭R3.5.26 時点の営業状況 

休業中の施設においては、休業期間・

営業再開予定日を記入ください。 

⑮複数施設を運営している場合 

県内に複数の施設を運営している場

合記入ください。 

⑯宿泊定員数の合計数 

上表の各宿泊施設の宿泊定員数

の合計数を記入ください。 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

⑯ 

⑬営業の種別 

該当する宿泊施設の種別を〇で

囲んでください。 
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様式３－１・記入例 

⑰施設名 

様式２で記載した施設ごと（１施設につきそれぞれ）に施設

名を記入いただき、下欄に必要な写真を添付してください。 

 

「外観写真」：施設名及び屋号等が明確に分かるように、で

きるだけ外観全体を含めて写真を撮ってください。 

「内観写真」：ロビー等共用部分が分かるように写真を撮っ

てください。 

 

⑰ 
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様式３－２・記入例 

⑱施設名 

様式２及び様式３-１で記載した施設ごと（１施設につき

それぞれ）に施設名を記入いただき、下欄に必要な写真を

添付してください。 

 

・「新型コロナ対策実施店舗向けステッカー」を貼付してい

ることがわかるように写真を撮ってください。 

・「休業期間、営業再開予定等を告知したことがわかる書

類」：写真、ホームページの打出し等を添付してください。 

⑱ 
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様式４・記入例 

⑲署名年月日 

受付期間内の日付で、誓約書を作成

した日にちを記入してください。 

⑲ 

⑳ 

㉑ 

㉒ 

㉑申請事業者名 

法人の場合は、法人名を記入し

てください。個人事業者の場合

は記入しないでください。 

㉒代表者役職・氏名 

個人事業者の場合は、個人事業

者名を記入して下さい。 
※注意事項 

・日付、所在地（個人事業主は住所）、申請事業者名、代表

者役職・氏名欄は、必ず自署で記入ください。 

・法人においてゴム印を使用する場合は、登録された法人代

表者印（法人の実印）も併せて押印ください。 

 

⑳所在地 

法人の場合は会社の所在地を、

個人事業者の場合は自宅住所を

記入してください。 


